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 役員等の勤続年数 

 ５年以下の者に対する 

 退職手当等の計算に注意！ 

 

 

 原則、退職所得の金額は、その年中に支払

を受ける退職手当等の収入金額から、その者

の勤続年数に応じて計算した退職所得控除

額を控除した残額の２分の１に相当する金額

とされていますが、役員等としての勤続年数

が５年以下の者（以下：特定役員等）が、その

役員等勤続年数に対応する退職手当等とし

て支払を受けるものについては、この残額の 

２分の１とする措置はなくなっております。 

 特定役員等とは、役員等勤続年数が５年以

下である者をいいますが、この「役員等」とは、 

① 法人の取締役、執行役、会計参与、監査

役、理事、監事、清算人や法人の経営に従事

している者で一定の者 

② 国会議員や地方公共団体の議会の議員 

③ 国家公務員や地方公務員をいいます。 

 

 また、役員等勤続年数とは、役員等に支払

われる退職手当等の勤続期間のうち、役員等

として勤務した期間の年数をいいます。 

 役員等勤続年数の算定は、１年未満の端数

がある場合には、その端数を１年に切り上げま

す。 

 例えば、役員等として勤務した期間が４年 

１月の場合は、役員等勤続年数が５年となるこ

とから、特定役員等に該当します。 

 

 また、役員等として勤務した期間が５年１月

の場合は役員等勤続年数が６年に該当しま

すので、特定役員等には該当せず、受け取る

退職金は 2 分の１課税の適用となります。 

 その退職所得の金額の計算方法は、 

①その年中に支払われる退職手当等が、特定役員

退職手当等のみの場合は「特定役員退職手当等の

収入金額－退職所得控除額」 

②その年中に支払われる退職手当等が、特定役員

退職手当等と特定役員退職手当等以外の退職手当

等の場合は、「特定役員退職手当等の収入金額－

特定役員退職所得控除額」と「{退職手当等の収入 

金額－（退職所得控除額－特定役員退職所得控除

額）}×１／２」の合計額 

 

 上記の「特定役員退職所得控除額」は、重複期間

がない場合は「４０万円×特定役員等勤続年数」、重

複期間がある場合は「４０万円×（特定役員等勤続年

数－重複勤続年数）＋２０万円×重複勤続年数」の

算式により求めます。 

 上記のとおり、特定役員等の勤続期間と特定役員

等でない勤続期間の両方があり、その２つの期間が

重複している場合には、その重複する勤続年数部分

について調整計算を行う必要がありますので、該当 

されます方はご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

船場経済倶楽部 
(NPO 法人 SKC 企業振興連盟協議会) 

 当団体は、異なる業種の経営者が相集い、力を合わせ、自らの研鑚と親睦を通じて、

斬新な経営感覚と新たな販売促進を創造して、メンバー同士でより健全な事業所とその 

事業所のイメージアップを図り、地域社会に貢献できる事業所となることを目的とする。 

活動方針 人の輪・衆智・繁栄 

記事の内容に関するお問い合わせは事務局までご連絡ください。 

ウィークリーはメールでの配信も行っております。お手数ですが、「メール希望」・「配信停止希望」と件名にご入力の上、    

skc-soudan@skc.ne.jp まで空メールをご送信ください。また、FAX ご不要の際は、その旨をお電話にてお申しつけください。                

 


